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第１章 はじめに 

ＩＣＴは、すべての社会・経済活動の基盤であり、経済成長のみならず、社

会的課題や地球的課題の解決に貢献するツールとして、その果たすべき役割は

大きい。世界がグローバルに繋がり、各国の抱える課題と地球的課題が密接不

可分なものとなった昨今においては、日本がこれまで培ってきたＩＣＴの強み

を活用し、国際展開を推進することで、日本経済の成長と国際社会への貢献を

同時に達成することが可能である。 

しかしながら、グローバルＩＣＴ市場における我が国の相対的な国際競争力

は、ここ 10 年低下の一途をたどっており、かつての日本の強みは活かされず、

負のスパイラルに陥っている。また、米国企業が主導する世界の出現により、

グローバルな環境は大きく変化し、韓国や中国などの台頭も著しい。 

このような状況に陥った我が国の課題として、①トータルな戦略性が欠如し

ていること、②国内市場偏重の市場構造であること、③ビジネスモデルの創造

とエコシステム作りが下手であること、④意思決定のスピードが遅いこと、⑤

マーケティング戦略が欠如していること、⑥技術の出口戦略がないために、世

界的に技術のプレゼンスが低下し、標準化にもコミットできていないこと、⑦

起業環境整備が遅れていること等が挙げられる。 

これらの課題を解決し、日本の経済成長と国際社会への貢献を実現するため

には、ＩＣＴ国際競争力強化・国際展開の推進についての取組を強化すること

が急務である。 

このため、平成 25 年 12 月に総務大臣主催の「ＩＣＴ国際競争力強化・国際

展開に関する懇談会」を立ち上げ、懇談会において計４回、懇談会の下に設け

られたワーキンググループにおいて計５回の精力的な議論を重ね、これらの課

題解決に向けた提言である本報告書をとりまとめた。 

本報告書は、第２章～第５章において２０２０年に向けたビジョン等の基本

的考え方を示し、第６章においてＩＣＴ国際競争力強化・国際展開の推進に向

けた具体的な施策を提言する。 

 

 

第２章 ２０２０年に向けたビジョン 

我が国の課題や直面する地球的課題に対処し、ＩＣＴによる日本経済の成長

と国際社会への貢献を同時に達成するためには、以下の国家ビジョンの下、戦

術・戦略を明確にし、社会経済システムの抜本的改革にスピード感を持って取

り組むべきである。 

 

＜「知識情報立国（スマート・ジャパン）」宣言＞ 

人口減少と高齢化により日本経済は縮小し、今後国力が低下していく可能性

が高い。天然資源の少ない我が国が世界からリスペクトされる国になるために

は、「知識・情報」に立脚した国造りに邁進するしか選択肢は残されていない。 

また、2025 年には、世界の人々がインターネットで繋がる「Connected World」

が実現する可能性がある。人類が初めて構築する「グローバル空間」の出現で

ある。 

このようなグローバルな環境変化を踏まえ、世界最先端の情報通信インフラ

の活用を前提に、従来の社会経済システムを抜本的に見直すべきである。 
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常にグローバルな視点に立って、技術革新の著しいＩＣＴのポテンシャルを

最大限活用し、「知識・情報」のフローとストックに着目し、①イノベーショ

ンの創出と②人類が直面する地球的課題の解決に先駆的に取り組む必要があ

る。 

これにより、2020 年までに世界をリードする、リアルとバーチャルが融合

した、「知識・情報」をあらゆる産業分野、社会経済活動において戦略的に活

用する「知識情報立国（スマート・ジャパン）」を目指す。 

 

＜戦略的視点と官民連携体制＞ 

これまでのＩＣＴ国際戦略には、「何を戦うか（分野）」、「どこで戦うか（市

場）」、「どこと戦うか（競争相手）」に関する視点及び推進母体としての官民連

携体制が不十分であった。今般、これらを抜本的に見直し、前述の戦略的視点

を官民でしっかり共有するとともに、強固な官民連携体制を構築すること等に

より、我が国のＩＣＴ国際展開を飛躍的に促し、ひいてはＩＣＴ国際競争力の

強化につなげていくことを目指す。 

 

 

第３章 戦略立案のポイント 

「知識情報立国（スマート・ジャパン）」の実現に向けた戦略の立案に当たっ

ては、特に次の４つのポイントを押さえることが重要である。 

 

１．「歴史的な分岐点」に立っているという危機感の共有 

我が国のＩＣＴ国際競争力が低迷を続ける間、その対策に関する議論はこ

れまでに何度も行われてきたが、残念なことではあるが具体的な成果は殆ど

挙がっていない。この間、米国企業によるＩＣＴ関連サービス市場の支配が

進むとともに、ハードウェア市場においても韓国、中国等が台頭するなど、

我が国企業を取り巻く市場環境は更に厳しいものとなっている。 

もはや、こうした状況を打開するために我々に残された時間はなく、持続

的成長・発展に向けた「歴史的な分岐点」に立っているという危機感を関係

者全員が共有した上で、早急に対策を講じる必要がある。 

 

２．中途半端な戦略から脱却し、再構築 

我が国の戦略は、世界最先端を常にリードするＩＣＴ製品・サービスの開

発などに特化するもの（米国型）でもなく、一方、低廉な製品・サービスの

大量生産などに特化するものでもなく、全体として中途半端である。我が国

の強みを、従来の延長上で考えるのではなく、グローバルな環境が激変して

いることを前提に再構築すべきである。 

 

３．社会システムづくりへの貢献 

個別の製品やサービスの国際展開を考えるのでなく、各国の課題を総合的

に解決可能な社会システムづくりに貢献する視点が重要である。例えば、「安

心・安全」「おもてなし」などは我が国が世界に誇れるキーワードであり、

日本方式を押し付けるのではなく、グローバルスタンダードの中で、これら

のキーワードを検証した上で、社会システムづくりに反映させ、世界に貢献
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すべきである。 

 

４．メリハリがあり、具体的なアクションプランのある戦略の推進 

あらゆる国に満遍なく、画一的なＩＣＴ製品・サービスを展開するのでは

なく、①「何を戦うか（分野）」、②「どこで戦うか（市場）」、③「どこと戦

うか（競争相手）」を明確にした上で、分野や地域を絞り込んだ戦略を立て

る必要がある。また、現在のポジションを維持するのではなく、それを失っ

てでも新たな分野に打って出る戦略が必要である。 

 

 

第４章 戦略立案の基本的考え方 

我が国の課題や戦略立案のポイントを踏まえ、今後の我が国におけるＩＣＴ

国際競争力の強化及び国際展開の推進に向けて、以下の基本的考え方に基づき

戦略を立案すべきである。 

 

１．ＩＣＴによる「三位一体」解決 

ＩＣＴは、①我が国が抱える社会的課題、②世界が直面する地球的課題及

び③国際展開先の国が抱える課題を「三位一体」で解決できるポテンシャル

を有している。地球的課題や各国の課題に合わせ、我が国の強みを活かした

ＩＣＴによるワンランク上の国際貢献・協力に全力で取り組むことが必要で

ある。 

 

２．「ＩＣＴパッケージ」展開 

国際展開にあたり、個々の製品・サービスではなく、相手国の課題解決に

向け、インフラ、防災、コンテンツ、医療、教育、資源、電子政府、金融等

のアプリケーションを「パッケージ」で提示することが必要である。 

また、相手国との継続的意見交換や協力関係を通じて、相手国の課題を総

合的に解決できるプロジェクトを共同で推進することが必要である。 

 

３．新たな「アーキテクチャー」、「インフラ・イノベーション」の創造 

我が国ＩＣＴ関連企業の国際展開を推進するためには、単に製品を売るこ

とでのみで利益を得る従来型のビジネスモデルから脱却し、「安心・安全」、

「おもてなし」「感動」などをキーワードとした優れた「アーキテクチャー

（エコシステム）」を創造することが必要である。 

また、我が国企業が利益を得ることを追求するのみではなく、相手国の課

題を解決することで相互に利益を得る「Ｗｉｎ－Ｗｉｎの関係」を構築する

ことが大原則である。 

こうした考えの下、プラットフォーム、デザイン、マーケティングを含め

た国際展開により、機器、インフラ、アプリ、コンテンツの各単体ではなく、

相手国のニーズに合わせて、それらを統合したシステム全体を、その運用も

含めて海外展開することが重要である。 

また、国際競争力を強化するためには、①「インフラ・イノベーション」

が起こる環境の創造、②「ダイバーシティ（多様性）」の確保、③世界最高

水準の情報通信基盤の整備が不可欠である。 
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このため、以下の取組が必要である。 

① 企業が高度人材を囲い込むのではなく、プロジェクト単位で技術者が

集まるような人材の流動化を実現する仕組みづくり 

② 世界中の一流エンジニア、起業家、投資家を誘致できる環境やインキ

ュベーション環境を備えたグローバルな知的生産拠点の整備 

③ 「クリエイティビティ」や、異なる文化・産業を横断的にコーディネ

ートする「グローバルプロデュース」力を育成する仕組みづくり 

④ 世界最高レベルのＩＣＴ基盤の更なる普及・発展に向けた競争政策の

見直し等 

 

４．オールジャパン体制 

産学官がオールジャパンで有機的・横断的な連携体制を構築し、トップセ

ールスや官民ミッション、ＯＤＡの活用等を通じて有望プロジェクトの発

掘・推進に一層積極的に取り組むことが不可欠である。 

 

以上の基本的考え方を、スピード感をもって実践するとともに、グローバル

な視点で国内志向を打破する戦略の立案が不可欠である。また、戦略実行の際

には、経協インフラ戦略会議の枠組み等も効果的に活用し、省庁間の枠を超え

て、ＩＣＴ以外の分野との連携・協力を一層強化することが重要である。 

 

 

第５章 戦略の具体化 

我が国のＩＣＴ国際競争力の強化に向けて、具体的な成果をあげるためには、

第３章の戦略立案のポイントで述べたとおり、①「何を戦うか（分野）」、②「ど

こで戦うか（市場）」、③「どこと戦うか（競争相手）」を明確にしたアクション

プランを策定することが不可欠である。 

本章では、次章の具体的施策を実施する上で、大前提となる戦略の具体化の

基本的な考え方を示す。 

 

１．何を戦うか（分野） 

(1) 総合的な「システム」の展開 

昨今は、製品サイクルが非常に早くなっていること、また、スマートフォ

ンに代表されるように早晩ハードウェア製品はコモディティ化する傾向が

あり、製品単体だけでは長期的な売上げは期待できない。したがって、これ

からは製品単体の売り切りではなく、製品とサービスやオペレーションも含

めた総合的な「システム」として海外展開することが必要である。 

 

(2) 日本の強みであるインフラ分野を重視 

例えば、日本の鉄道や高速道路、電力といったインフラは他国にはない正

確さ、安全、安心といった特徴を有しており、非常に高度なＩＣＴシステム

が活用されている分野である。一方で、東南アジア等の新興国では、激しい

道路の渋滞や停電率の高さといった状況に見られるようにインフラが十分

に成熟していない国が数多くある。特に、Ｂ２Ｂ市場を重視し、展開国の課

題解決にＩＣＴがどのように貢献できるかといった観点から提案すること
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が有効である。まずは、ＩＣＴインフラ※自体の展開に積極的に取り組み、

このＩＣＴインフラの高度化は鉄道、道路、電力といった社会インフラの高

度化に寄与するとともに、防災、医療、教育、農業、電子政府、電子自治体

など種々の社会問題の解決に寄与するアプリケーションの展開にも不可欠

である、という視点で取り組むことが重要である。 

 

(3) 「プロダクトアウト」から「マーケットイン」へ 

従来の技術・機能を重視した製品を販売するという観点から、市場ニーズ

にいかに応えるかという「マーケットイン」の考え方に切り替えることが必

要である。そのためには、マーケティングにより的確に展開先の課題を把握

し、課題に応じたＩＣＴのソリューションをパッケージで提案できるように

する必要がある。 

 

(4) ＩＣＴのソリューションビジネスで有望な分野を重点的に展開 

「製品＋サービス、オペレーション」まで請け負うＩＣＴソリューション

を国際展開するためには、有望な分野を重点的に展開する必要がある。例え

ば、ＩＣＴインフラ分野と医療・健康、省エネ、防災、交通、農業、教育、

金融等のアプリケーション、コンテンツ分野及び情報セキュリティ、人材育

成とが融合・連携し、より魅力的なソリューションを提示できるようにする

ことが必要である。 

また、これらのソリューションを総合的に提供するためには、一企業では

困難であることが多いので、関係企業が連携するとともに、上流から下流ま

でインテグレートする機能の充実が求められる。 

 

(5) プロセスを重視した展開 

海外展開に際しては、相手国の状況やニーズを十分に踏まえた段階的展開

に努めることが重要である。第１段階として、ＩＣＴインフラ、情報セキュ

リティに重点を置き、第２段階として、防災、環境、エネルギー、治水・水

道、交通、物流、金融・決済などのアプリケーション分野やコンテンツ分野

に取り組む。その後、第３段階として、相手国のインフラ整備の高度化を促

すとともに、実際に運用に関わることで各国・各地域の問題を把握し、相手

国の信頼を得て、新たなイノベーション分野を当該国で先行的に実施するこ

とが考えられる。 

新たな分野としては、遠隔医療、遠隔教育、農業（スマートアグリ）、自

治体クラウドなどが考えられる。 

 

２．どこで戦うか（市場） 

国際展開先を考えるにあたっては、経済レベルや政治体制、人口規模など

により、国・地域をクラスター化し、特性を踏まえた戦略的な展開が必要で

ある。例えば、ＡＳＥＡＮ、インドなどが考えられる。 

 

                                                   
※ ＩＣＴインフラとは、様々なアプリ、コンテンツの流通の基盤となるものであり、無

線、有線、衛星などのネットワークやデータセンター等を指す。 
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３．どこと戦うか（競争相手） 

我が国が展開を考えている国において、競争相手がどのように取り組んで

いるのかを詳細に分析した対応が必要である。我が国の強みと相手国の課題

を合わせるだけではなく、競争相手のスピード感やタイミング等も踏まえた

戦略的な取組が重要である。 

 

４．「国・地域別、分野別戦略」に基づく国際展開 

限られたリソースを最大限有効に活用するため、展開する国・地域、分野

についてはターゲットを絞りこんで考えることが必要である。 

前述した①何を戦うか（分野）、②どこで戦うか（市場）、③どこと戦うか

（競争相手）を明確にした「国別・分野別戦略」を策定し、それに基づき国

際展開することが重要である。 

なお、緊急警報放送やデータ放送に強みを持つ地デジ日本方式は、既に１

６カ国６億人の市場を獲得しているが、これまでに培った相手国との良好な

関係を拡大し、放送関連市場への展開を確実に進めつつ、ＩＣＴ分野全体に

拡大していくことが重要と考えられる。 

 

 

第６章 具体的施策 

第１章～第５章で述べた課題や戦略の基本的考え方を実現していくための具

体的施策を「１．ビジネス環境整備」「２．ＩＣＴ人材の育成・活用」「３．「技

術外交」の強化・展開」の３つの側面から整理する。 

また、これらの施策の連携を図り、我が国のＩＣＴ国際競争力強化・国際展

開の推進をより確実なものとするためには、「４．「官民オールジャパン体制」

の構築」が必要である。 

以下の施策の推進を通じ、2020 年までに、情報通信分野において、現在の海

外売上高の約 5倍の 17.5 兆円を目指すものとする。 

本報告を踏まえ、官民の適切な役割分担の下、具体的なアクションを着実に

進めるとともに、フォローアップを適時適切に行うことが必要である。 

 

１．ビジネス環境整備  

近年の我が国のＩＣＴ関連企業は、かつて誇っていたコンシューマー市場

におけるプレゼンスが低下するとともに、激しい競争に晒され、世界市場に

おけるシェアを大きく縮小させている。また、こうした我が国のプレゼンス

の低下等を背景に、世界の「知識」や「情報」が欧米諸国に集中する状態が

生じている等、我が国を取り巻くビジネス環境は年々厳しいものとなってい

る。 

このような現状を打破し、我が国のＩＣＴ国際競争力の強化・国際展開を

実現するためには、我が国ＩＣＴの「強み」を活かした「日本発グローバル

展開モデル」を構築するほか、我が国のＩＣＴ製品・サービス等の戦略的な

ＰＲによる相手国政府や海外市場への浸透、すなわち「ジャパンブランド」

の確立を図る等のビジネス環境の整備が急務である。 
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(1) 「日本発グローバル展開モデル」の構築 

「日本発グローバル展開モデル」とは、我が国が有する優れたＩＣＴに関

する技術やノウハウ等をもとに、我が国が抱える課題の解決のみならず、グ

ローバルな視点から地球的課題や相手国の課題の解決等にも貢献し得るモ

デルをいう。 

この点、我が国においては、少子高齢化や地震・豪雨等の自然災害等への

対応が求められてきており、これらの社会的課題についてＩＣＴを活用して

解決する取組を世界に先んじて実施してきたところである。その一環として

これまで実施してきた各種実証実験の成果を総括するとともに、国際展開の

視点を新たに加え、「日本発グローバル展開モデル」へと再構築することが

重要である。 

また、従来は、ハイエンドモデルを志向する傾向が強かったが、ハイエン

ドモデルでもローエンドモデルでも応用・展開が可能なモデル等、グローバ

ルな視点から、あらゆる国・地域の同種の課題解決ニーズに応え得る「日本

発グローバル展開モデル」を構築することが求められる。 

加えて、「日本発グローバル展開モデル」の構築にあたっては、アプリオ

リに日本企業だけで構築するものではなく、海外企業との連携・協力や海外

企業への投資等、多様な手段を活用して実現することが必要である。 

また、企業だけでなく各地方自治体においても、都市問題に対する自らが

持つノウハウ・技術等を活かし、相手国の社会的課題に対する解決策を示す

ことで、国際的な協力を推進することが重要である。 

なお、「日本発グローバル展開モデル」の例として、以下のようなモデル

が考えられるところであるが、特に、「都市丸ごとＩＣＴ化」モデルについ

ては、平成 24 年度から総務省において「ＩＣＴ街づくり推進事業」を実施

しており、成功事例・ノウハウの蓄積があること等を踏まえた海外展開を図

るべきである。 

 

＜日本発グローバル展開モデルの例＞ 

 

・ 「都市丸ごとＩＣＴ化」モデル  

特区制度等を活用した制度整備等も視野に入れつつ、中核的な都市に最

先端のＩＣＴ技術を集中投下（ＩＣＴスマートタウン／スマートシティ）

し、地域課題総合解決モデルを世界に提示。 

 

・ 「Ｇ空間×ＩＣＴ」モデル  

我が国発の世界最先端の「Ｇ空間×ＩＣＴ」モデルを、特に準天頂衛星

の信号が受信可能なアジア・オセアニア地域を中心に世界へ展開。 

 

・ 「防災×ＩＣＴ」モデル 

東日本大震災の教訓を踏まえた、ＩＣＴを活用した総合的な防災モデル

を世界に提示。 

 

・ 「放送コンテンツ海外展開」モデル 

日本への観光誘致等を一層促進するとともに、日本の国情や魅力を広く
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世界に伝え、日本を好きになってもらうことにより「訪日外国人観光客の

増加」（いわゆる「ビジットジャパン」）や「日本の最先端の音楽・ファッ

ション等の発信」（いわゆる「クールジャパン」）、「地域の活性化」、「日本

食・食文化の魅力発信」等を実現するため、我が国の放送コンテンツを世

界へ展開。 

 

・ 「スマート・プラチナ社会」モデル 

我が国に限らず、世界の各国も超高齢社会に突入するため、４Ｋ・８Ｋ

等を活用した遠隔医療等ＩＣＴを積極的に活用した総合的な超高齢社会

課題解決モデルを世界に提示。 

 

・ 「教育×ＩＣＴ」モデル 

クラウド等を活用した多様な端末に対応した低コストの教育ＩＣＴシ

ステムをはじめ、ＩＣＴを積極的に活用した教育モデルを世界に提示。 

 

・ 「農業×ＩＣＴ（スマートアグリ）」モデル 

センサーとビッグデータを活用した農業ノウハウの共有及び経営の効

率化などＩＣＴを活用した農業の高度化・効率化モデルを世界に提示。 

 

これらのプロジェクトを推進するに当たっては、「国家戦略特区」等を活

用することが重要である。 

 

(2) 「ジャパンブランド」の確立 

「ジャパンブランド」を確立するためには、上述の「日本発グローバル展

開モデル」や最先端のＩＣＴ製品・サービス等を戦略的にマーケティングし、

ＰＲすることを通じて、相手国政府や海外市場において、我が国のＩＣＴ製

品・サービス等に対する「信頼感」「憧れ」を醸成することが重要である。 

戦略的なＰＲを行うにあたっては、我が国のＩＣＴ製品・サービス等を体

験・体感できる場（ショーケース）を活用することが効果的であると考えら

れる。 

 

① 「ＩＣＴ東京オリンピック・パラリンピック」の実現 

 2020 年の東京オリンピック・パラリンピック開催は、最先端のＩＣＴの

絶好のショーケースとなることが期待される。すなわち、次世代高速移動通

信システム（５Ｇ）や４Ｋ・８Ｋ放送、多言語音声翻訳システム、自動車の

自動走行システム（ＩＴＳ）といった最先端のＩＣＴ技術・システムが社会

に実装されていくことが見込まれているが、これらは競技観戦においてのみ

ならず、レストランや病院等の生活面においても、世界中から来日する外国

人に対して、最先端のＩＣＴによる「おもてなし」を提供することが期待さ

れている。 

 このような「ＩＣＴ東京オリンピック・パラリンピック」の実現に向けて、

2020 年までの間に、「何を」「いつまでに」行うのかを定めた「ロードマッ

プ」を策定し、取り組んでいくことが必要である。 
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② 「最先端ＩＣＴショーケース」の戦略的整備 

我が国の最先端のＩＣＴ製品・サービス等をＰＲするに当たっては、固定

型（常設・仮設）の新たなショーケースを戦略的に整備することが重要であ

る。例えば、2020 年の東京オリンピック・パラリンピック開催を見据える

と、東京ベイゾーン（有明、台場等）を核に、我が国のＩＣＴ関連各社が誇

る最先端のＩＣＴ製品・サービス等を体験・体感できるＩＣＴショーケース

を、我が国のＩＣＴ関連各社が有する既存ショーケースを活用しつつ整備す

ることが効果的である。また、東京以外でも、北海道や東北、九州等の海外

からの関心が高い地域において、同様のＩＣＴショーケースを整備すること

も効果的であると考えられる。 

加えてＩＣＴ関係の国際会議を誘致するための強いコンベンションビュ

ーローを組成すること、国際会議の日本での開催等を通じて、海外の政府関

係者や大手事業者に対し積極的にＰＲを行うこと等も重要である。 

さらに、周辺国・地域への横展開を推進することを念頭に、ＡＳＥＡＮ諸

国をはじめ、我が国のＩＣＴ産業の国際展開における重点国・地域をＩＣＴ

ショーケース化する取組を進めるとともに、国内のショーケースと連動した

戦略的なＰＲを展開することが必要である。 

 

③ ロゴマーク制定とプロジェクトプレート設置 

我が国ＩＣＴのプレゼンスを向上させるためには、我が国のＩＣＴが相手

国に貢献していることを正しくＰＲすることが重要である。他方、我が国企

業が持つ要素技術や素材に支えられている製品やサービス、実施しているプ

ロジェクトであっても、利用者の目には我が国の貢献が見えない場合がある。

このため、戦略的な「ジャパンブランド」のＰＲに向け、統一的なロゴマー

クを制定するとともに、実施したプロジェクト等に関わる設備・施設等に我

が国のＩＣＴの関わりがわかるような掲示（プロジェクトプレートの設置）

などについて検討する必要がある。 

 

④ 日本全体が世界を先導する「スマートＩＣＴ社会」へ 

「都市丸ごとＩＣＴ化」モデルの構築を先行的に推進することについては

前述のとおりであるが、国際展開を推進するにあたっては、日本全体のショ

ーケース化、すなわち日本全体が世界を先導する「スマートＩＣＴ社会」と

なることが重要であり、更なる普及展開に向けた方策を推進することが必要

である。 

 

(3) ＩＣＴビジネス基盤の整備 

① 海外ビジネス情報のデータベース整備 

我が国のＩＣＴ企業は、国際展開における情報収集・分析力の点で他国の

グローバル企業に遅れをとっており、国際競争力の低下の一因となっている。

このため、我が国のＩＣＴ国際競争力の強化・国際展開の実現に向けて、情

報収集力・分析力の向上を図ることが急務である。 

具体的には、官民が連携して情報収集の強化を図り、各国の法制度をはじ

めとした基礎情報のほか、ビジネス事例やニーズ情報等、海外ビジネス情報

の収集・分析・共有が可能なデータベース整備を進めることが必要である。 
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② ベンチャー企業の育成 

我が国のＩＣＴ国際競争力の強化・国際展開を持続的に実現するためには、

イノベーションの創出が不可欠であるが、我が国ではイノベーションを誘発

する環境が整っておらず、その整備が急務である。エンジェル税制の改善な

ど種々の取組を実施しているところであるが、残念ながら、十分な成果が上

がっているとは言えない状況にある。 

例えば、起業を後押しする力強いエコシステムの整備、オープンソースコ

ミュニティへの積極参加、クラウド・ファンディングなど多様な資金供給シ

ステムの促進、政府・地方公共団体における調達基準の見直し等による環境

整備が重要である。 

 

③ その他環境整備 

その他、ＩＣＴ国際競争力の強化及び国際展開を促進するための税制等も

視野に入れたビジネス環境整備を検討することが考えられる。 

ＯＤＡを活用した国際展開を行う場合、我が国の経験や知見を確実に移転

し現地人材を育成・活用するために、インフラやシステム導入に必要な初期

コストに加え、導入後の技術移転の過程で必要と考えらえれるライフサイク

ル・コスト等の扱い等についても裨益国側の理解を得るように尽力すること

が重要である。 

 

２．ＩＣＴ人材の育成・活用 

天然資源の乏しい我が国において、国内、海外の人材をどのように育成・

活用していくのかということは、国際競争力を高めるために非常に重要な要

素である。競争力の源泉は、人材であるとの認識を共有し、人材の流動性向

上、ミスマッチの解消などを図るための人材育成・活用戦略を打ち出してい

かなければならない。現在の日本人の人材育成・活用について、産学官が連

携して更に取組を強化していくとともに、日本とつながりのある外国人材に

ついても、長期的な人的ネットワークの形成も視野に入れ、育成・活用に戦

略的に取り組んでいくことが必要である。本章では、「日本人材の育成・活

用」および「外国人材の育成・活用」の２つの観点から今後のＩＣＴ人材の

育成・活用について述べる。 

 

(1) 日本人材の育成・活用（イノベーション力の強化） 

我が国のＩＣＴ国際競争力強化やグローバル市場におけるプレゼンス向

上のためには、日本人材の育成・活用が不可欠である。これまでも、政府に

おいて、日本人材の育成・活用の取組は行われてきたところであるが、イノ

ベーション力強化の観点から特に以下の点に注力して取り組んでいくこと

が必要である。 

 

① ＩＣＴソフトウェア開発力の強化 

イノベーションを起こすためには、イノベーションを創発する能力の源泉

となる、ＩＣＴソフトウェア開発力を強化することが必要である。次の②の

プログラミング教育の取組と併せて、戦略的に取り組むことが必要である。 
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② 初等教育の段階からの「プログラミング教育」の実施 

昨今、アメリカやシンガポール、イギリス等では、プログラミング教育を

強化する動きが出てきているなど、諸外国においてもプログラミング能力の

向上の取組が強化されている。一方、日本ではオープンソースコミュニティ

に参加している若者が非常に少なく、また、プログラミング分野では他国に

比べ大幅に遅れていると考えられる。現状を打破するためには、初等教育の

段階からの「プログラミング教育」を実施し、プログラミング技術の養成の

みならず、プログラムを設計するための考え方を身近なものにし、イノベー

ティブな発想を持つ人材の育成に早急に取り組むことが喫緊の課題である。 

 

(2) 外国人材の育成・活用 

日本の人口減少が進み、ＩＣＴ人材不足が進む中で、海外の高い能力を持

った人材の育成・活用は不可欠になると考えられる。これまでも(独)国際協

力機構（ＪＩＣＡ）やアジア・太平洋電気通信共同体（ＡＰＴ）と連携した

研修事業や政府高官の招聘、企業、大学等における海外事業者とのプロジェ

クト共同実施などを通じて、外国人材の育成や活用の取組が行われている。 

一方で、各機関がそれぞれ取組を行っている状況であり、外国のＩＣＴ人

材育成・活用について共通した戦略の下で取組が行われているとは言えない。

また、各機関で行われた取組が共有される仕組みもないため、過去の経験を

生かした継続的・効果的な取組になってこなかったと考えられる。この点を

反省し、我が国が産学官一体となったオールジャパンの体制で取り組むとの

共通認識の下、関係機関、企業等において人材の育成・活用に関する戦略を

共有して取り組まなければならない。 

また、日本企業にとっても優秀な外国のＩＣＴ人材育成・活用により、企

業内の同質化を防ぎ、異なる文化や風土などとの融合を通じて新しい発想を

生み出し、イノベーションを起こす土壌ができると考えられる。 

以下に、優秀な外国人材を発掘し、育成・活用するために必要な具体的施

策を示す。 

 

① 外国人留学生・研修生による日本企業へのインターンシップを仲介する

仕組み（インターンシップ仲介機構）の構築 

インターンシップは現地の大学、先生、学生とのコネクションが形成され、

かつ、優秀な人材を採用できるので我が国にとって非常にメリットが大きい

事業と考えられる。しかし、国・地域によっては、まだ日本の知名度や日本

に対する信頼が足らず、現地の人材を日本へ留学させるにはハードルが高い

場合がある。このような状況を打開するため、日本への信頼を担保する「イ

ンターンシップ仲介機構」（仮称）を構築し、日本へ留学するにあたっての

生活の保証や安心・安全といった信頼を与えられる場を提供することができ

れば、海外の優秀な人材の確保に向けた非常に大きな機会を創出できると考

えられる。 
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② ＭＯＯＣs（世界規模の公開オンライン講座）等を活用した人材の育成・

確保 

2012 年 2 月以降、米国で生まれ、急速に世界に普及している「インター

ネット上で誰でも無料で受講できる大規模公開オンライン授業（ＭＯＯＣs 

：Massive Open Online Courses）」等が活用され、優秀な人材を世界中から

集めるための重要な手段ともなっている。ＭＯＯＣsをはじめとする新たな

取組とも連携して人材育成・活用に取り組んでいくことが重要である。 

  

③ 多層的な国際人材ネットワークの強化（留学生・研修生との人的ネット

ワーク強化（人的データベースの構築等）） 

外国人留学生・研修生が帰国後にキャリアアップする過程を多層的に考え、

政府、大学、企業、国際援助機関が連携しながら、各キャリアステージに応

じたプロジェクトを共同で実施することなどにより、人材育成を行うことが

重要である。これにより、人的ネットワークが形成できる。そのためには、

外国人留学生・研修生の卒業者とのネットワークを活用し、どこにどの様な

方がいるのか、誰にコンタクトをとれば有益な情報が得られるのかといった

情報を整理した「人的データベース」を官民一体となって構築・運用し、有

効に活用することが必要である。 

 

３．「技術外交」の強化・展開 

継続的なイノベーションの創出による国際競争力の強化を実現するため

には、核となる技術・分野を特定し、戦略的な研究開発、国際標準化の推進

や国際連携等に取り組むことが重要である。我が国が向かうべき戦略に則り、

明確な目的意識の下、国際的な研究開発連携、国際標準化、国際的な知的財

産権の確保、各国の制度間調整、経済協力等の具体的な施策の遂行を、産官

学が連携して、一貫性、一体性を持って総合的に展開する「技術外交」の強

化・展開を図ることが重要である。 

 

(1) 技術外交戦略の推進 

① 既存の技術・システムと将来有望な技術を峻別した国際展開 

技術外交戦略の推進に当たっては、地上デジタル放送、４Ｋ、４Ｇなどの

既存の技術・システムと、新世代ネットワーク、ウェアラブル、ＡＩ

（Artificial Intelligence、人工知能）、ロボットなどの将来有望な技術を

峻別した国際展開を進めることが重要である。前述の「日本発グローバル展

開モデル」の構築・展開にあたっても、技術・システムが、既存のものであ

るか、将来的な技術・システムであるのかといったことを踏まえて取り組む

ことが必要である。 

特に、既存技術については、各国・地域のニーズ、市場規模等を把握し、

分野を特定した上で迅速に国際展開を進めるべきである。 

 

② インフラ・イノベーションを起こす可能性のある研究・技術開発 

長期的な国際競争力の維持・強化のためには、常に新たなイノベーション

の創出に向けた取組を続けていく必要がある。既存の技術や、現時点ですで

に有望性が期待できる技術の展開に取り組むだけでなく、未だシーズとして
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顕在化していないインフラ・イノベーションを起こす可能性のある技術の発

掘にも積極的に取り組むことが重要である。 

我が国は、個々の要素技術においては世界をリードする技術を数多く有し

ているが、近年日本発でインフラ・イノベーションが起きていない。予見さ

れている技術からはイノベーションは生まれない。失敗を恐れず、産官学で

チャレンジし続けることが重要である。 

 

③ 出口戦略を重視した標準化戦略、仲間作り 

我が国の強みとなる技術を確立することだけでなく、出口戦略を重視した

標準化戦略や、標準化活動において仲間となる国や企業をいかにして作って

いくかが重要である。標準化戦略における当面の重点分野として、①スマー

トグリッド、②デジタルサイネージ、③次世代ブラウザ（Web and TV 等）

が挙げられる。また、中期的に推進すべき重点分野としては、①新世代ネッ

トワーク（ネットワーク仮想化、Ｍ２Ｍ/センサーネットワーク）、②フォト

ニックネットワークなどが挙げられる。 

 

④ 諸外国との共同研究スキームの拡充 

これまでも総務省において、欧州委員会と共同で研究開発を支援する取組

が推進されているが、研究開発成果の国際標準化や実用化を一層加速するた

め、諸外国との共同研究スキームの更なる拡充が必要である。 

 

⑤ オールジャパンで戦略的に国際標準化を推進する体制、標準化の司令塔

を整備 

国際標準の獲得に向け、諸外国は、戦略的な取組を推進している。例えば、

米国、欧州などでは国を挙げて体制を整備し、様々な分野の標準化を積極的

に進めている。個々の企業活動だけでは十分な意見の反映を行うことは困難

であり、我が国としてもオールジャパンで戦略的に国際標準化を推進する体

制、標準化の司令塔を整備することが不可欠である。 

 

⑥ 競争領域と協調領域の峻別・整理 

総合的なＩＣＴシステムの国際展開に当たっては、国際標準としてオープ

ン化すべき部分と、「秘伝のタレ」と言うべき競争力のコア技術となる部分

を整理したうえで、国際競争力の強化につながるよう戦略的に取り組むこと

が重要である。換言すれば、オープンプロトコルの積極的活用とコア技術確

保の両立に努めるべきである。 

 

(2) 国際的に調和した環境整備 

① 情報の自由な流通の確保 

ＩＣＴの普及により、ライフログ等の大量の情報（ビッグデータ）がネッ

トワークを通じて流通し、また、スマートフォン、タブレット端末等のスマ

ートデバイスの普及により、いつでもどこでも多種多様なサービスを提供及

び享受することができる社会（「ユビキタスネット社会」）が到来している。

ＩＣＴ技術革新の恩恵を人類が享受するためには、「国境を越えた情報の自

由な流通の確保」が大前提であり、極めて重要である。 



15 
 

 

② パーソナルデータの利用と保護のバランス確保 

ビッグデータの活用は、今後のイノベーション創出の重要な鍵を握ると考

えられる。この点、海外ではパーソナルデータを利用した様々なサービスが

展開されている一方で、我が国では未だパーソナルデータの利用に対する不

安が根強く、新たなサービスが断念される事例も見られる。 

我が国企業によるパーソナルデータを利用した新たな産業・サービスの創

出を促進するためには、利用者の安心を損ねないバランスのとれたルールを

国際的な動向も踏まえて整備することが必要である。現在、ＩＴ総合戦略本

部において、「パーソナルデータの利活用に関する制度」について検討が進

められており、早急な見直しを期待する。 

 

③ 情報セキュリティに関する国際連携の強化 

ＩＣＴを活用したシステムやサービスを展開する際には、基盤となる情報

セキュリティの確保が必要不可欠である。一方、サイバー空間のセキュリテ

ィ対策は、特定の国や企業のみの努力では対応しきれないものであることか

ら、国際連携の強化が重要である。 

 

(3) トップセールス連動型の展開や政府間対話の強化 

① トップセールスと連動させたＩＣＴ国際展開の強化 

ＩＣＴ分野における二国間の協力関係は着実に具体化してきており、例え

ば、ミャンマー（H25.5）、ボツワナ（H25.7）、スリランカ（H25.7）、ブラジ

ル（H25.7）、ベトナム（H25.9）、ラオス（H25.9）、インドネシア（H25.9）、

フィリピン（H26.1）とは、閣僚レベルでの覚書締結等に至っている。 

強力なトップセールスと効果的に連動させつつ、プロジェクト展開をより

確実なものとするための上流工程からの相手国マスタープランづくり、各国

のニーズに合わせた戦略的なＦ／Ｓ（Feasibility Study、実行可能性調査）

の実施、相手国向けモデルシステムの構築、人材研修事業等を実施すること

で、企業の国際展開を包括的に支援する仕組み作りが必要である。 

 

② 政府間対話（「経済協力対話」）の強化 

現行の「要請主義」の下で戦略的にＯＤＡを活用するためには、相手国政

府との意思疎通をこれまで以上に密接にし、相手国のニーズの把握や国家計

画策定段階からの関与が必要である。それにより、途上国から正式なＯＤＡ

支援要請を受ける前の段階で途上国側のニーズを詳細に把握することに加

え、我が国側シーズを示すことで途上国側ニーズを掘り起こし、質の高い案

件を形成していくことが可能となる。 

そのためには、重点国との間の二国間協議の開催頻度を上げるとともに、

多国間（マルチ）の場でのバイ会談なども積極的に行い、トップレベルから

実務レベルまでを含めたチャンネル作りをしていくべきである。 

 

③ 政策ツールとしてのＯＤＡ等の戦略的活用 

特に新興国の成長に寄与し、日本経済の活性化につなげるためには、外務

省や在外公館、ＪＩＣＡ等と有機的に連携しながら技術協力や無償資金協力、



16 
 

円借款といったＯＤＡを政策ツールとして戦略的に活用することが重要で

ある。一方、ＩＣＴ分野は技術進歩が早いことから、現行ＯＤＡの制度には

馴染みにくい部分が一部あるのも事実である。ＯＤＡ案件形成までに要する

時間、またそれ以降の契約や調達に至る手続きの迅速性・柔軟性・機動性を

高めるような不断の努力に引き続き努めるべきである。 

また、現在我が国が行っているような社会インフラに関するＯＤＡ案件に、

我が国の先進的なＩＣＴシステム組み込むことで、ＯＤＡ案件全体の質を向

上させることが可能であることから、ＩＣＴシステムの組み込みを社会イン

フラＯＤＡ案件形成において確実に検討することが重要である。さらに、Ｊ

ＩＣＡの協力を得て、円借款、無償資金協力、技術協力など支援内容や対象、

実施までの必要時間等が異なる援助手法を有機的に活用し、特に途上国で不

足しがちな人材育成とセットにした案件形成を行うことで他国の援助との

相違を打ち出すとともに、一般無償資金協力の支援対象や円借款の貸し付け

対象の拡大・緩和を行うことが有用である。 

 

④ 二国間の協力関係の具体化 

閣僚級の協力合意はいわば「出発点」であり、今後は、トップセールスで

築いた協力合意を具体化していく根気強い取組が重要である。 

特に新興国においては、ＩＣＴは、①経済成長基盤となる通信ネットワー

ク、②健全な民主主義発達と情報格差是正に資する放送メディア、③災害リ

スクを軽減する防災ＩＣＴシステム等、国が抱える社会課題解決に大きく貢

献するものであることから、多面的・重層的なアプローチが重要である。 

このため、企業に対する単発的な支援施策から脱却し、パッケージ化によ

る継続的支援策の充実が必要である。また、相手国の行政官研修、キーパー

ソンの訪日招聘、現地セミナーによる周知啓発、相手国内制度の構築支援等、

相手国の人材育成をも視野に入れた我が国の「ソフトウェア面からの支援策」

を強化することが重要である。 

 

４．「官民オールジャパン体制」の構築 

第４章でも述べたとおり、我が国のＩＣＴ国際展開の推進のためには、ト

ップセールスを実施することや産学官がオールジャパンで取り組むための

国内の体制を整備するとともに、現地にも情報収集・共有、相手国に対する

窓口機能を備えた体制を整備することが必要である。 

 

(1) 「官民ミッション」の派遣(トップセールス) 

近年、ＩＣＴ分野に関するトップセールスが精力的に進められている。特

にＡＳＥＡＮ諸国等の新興国において、ＩＣＴ分野のビジネス展開を成功さ

せるためには、相手国の大統領、首相、大臣間の信頼関係が鍵を握っている。

さらに、近年、トップセールスで築いた協力合意を具現化するための「官民

ミッション」の重要性が増してきており、実際に具体的な案件発注、商談の

成立につながっている。 

今後も、「国・地域別、分野別戦略」に基づいた、官民ミッションの効果

的な派遣及びトップセールスを続けることが重要である。 
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(2) 「官民ローカル・タスクフォース」の形成 

現在、我が国のＩＣＴの国際展開が進展していない背景として、韓国、中

国等が官民一体でのワンストップ営業を強力に推進している中で、日系企業

が個々に独立して営業活動や現地情報の取得を行っていることが挙げられ

る。こうした課題に対応するため、「新たなローカルの場」として、現地で

官民が共同で組織する「官民ローカル・タスクフォース」を形成し、現地情

報（制度、手続き、国家計画、入札案件情報等）の収集・共有や、オールジ

ャパン窓口の明確化、案件形成前段階からの戦略的な働きかけを省庁間の垣

根を越えて行うことが必要である。また、その際、前述した「ＩＣＴショー

ケース」機能も視野に入れた、関係者が集まる拠点（ジャパンセンター）を

設けることも検討することが必要である。 

 

(3) ＩＣＴ国際競争力強化・国際展開に資する資金供給等の仕組みの整備 

国際展開の推進のためには、事業資金の獲得・供給が重要な鍵となってい

る。この点ＪＢＩＣとの連携を一層強化するほか、前述したＯＤＡの現状も

踏まえ、より民間事業者の国際展開のスピードを上げ、効果的な展開を行う

観点から、適切な資金供給等を行う仕組みを検討することが必要である。 

    

 

以上を総合的、戦略的に推進するため、機動的で実効的な「強固な官民連携

体制」を構築すべきである。 
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（参考） 国が取り組むべきこと 

 我が国が国際競争力を回復するための「時間」と「距離」の短縮化 

 官民連携を推進するためのイニシアティブ 

「官民オールジャ

パン体制」の整備 

「国別、分野別戦略」に基づき、「ＩＣＴパッケージ」 

展開を支援 

① 国内に「強固な官民連携体制」を整備 

・ 国際展開支援 

・ 事業資金の獲得・供給支援 

・ 情報共有、情報提供支援 

・ 上流から下流までの機能をインテグレートするなど 

プロジェクトの調整支援 

② 現地に「官民ローカル・タスクフォース」を設置 

・ 現地でのオールジャパン体制の窓口機能 

③ 「官民ミッション」の派遣（トップセールス） 

・ 案件の発掘、プロジェクトの具体化 
「日本発グローバ

ル展開モデル」の 

構築支援 

 

① 国際展開可能なプロジェクトの発掘・構築支援 

・ 新たな「アーキテクチャー」（エコシステム）構築 

支援 

・ 国内外での各種実証実験を通じた国際展開モデルの

確立支援 

（分野） 

ＩＣＴインフラ 

都市丸ごとＩＣＴ化モデル 

Ｇ空間×ＩＣＴモデル 

防災×ＩＣＴモデル 

放送コンテンツ海外展開モデル 

スマート・プラチナ社会モデル 

  教育×ＩＣＴモデル 

  農業×ＩＣＴ（スマートアグリ）モデル 等 
② 国家戦略特区等の活用 

③ 省庁横断プロジェクトの政府内調整 
④ 経協インフラ戦略会議の枠組み等を活用したＩＣＴ

以外の分野との連携・協力 
「日本発グローバ

ル展開モデル」の 

展開支援 

 

① 「官民ミッション」の派遣（トップセールス）（再掲）

② 相手国政府との政府間対話 

・ 相手国のニーズの把握 

・ 各国の制度・規制等に関する交渉 
③ 多国間にまたがるプロジェクトの政府間調整 

・ アセアンスマートネットワーク構想など 

④ ＯＤＡ等の戦略的活用 

⑤ 「強固な官民連携体制」を通じた支援（再掲） 
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「ジャパンブラン

ド」の確立支援 
・ 「最先端ＩＣＴショーケース」の整備支援 

（国内/海外） 

・ ロゴマーク制定とプロジェクトプレート設置 
人材育成・活用支援 

 

・ 初等教育段階からの「プログラミング教育」の実施 

・ 多層的な国際「人的データベース（留学生、研修生 

など）」構築支援 
国際標準化支援 ・ デジュール、デファクトを含め戦略的分野の国際標準

化支援（ネットワーク仮想化、センサーネットワーク、

フォトニックネットワーク 等） 

・ 国際標準化を推進する司令塔機能の整備 
技術外交戦略の 

推進 

 

・ 既存の技術・システムと将来有望な技術を峻別した国

際展開（新世代ネットワーク、ウェアラブル、ＡＩ、

ロボット 等） 

・ 諸外国との共同研究スキームの拡充 
ＩＣＴビジネス 

基盤の整備 
・ 海外ビジネス情報のデータベース整備 

・ ベンチャー企業の育成支援 
国際的に調和した

環境整備 
・ パーソナルデータ、情報セキュリティ など 

2020 年東京オリン

ピック・パラリンピ

ックに向けたロー

ドマップの作成 

・ 東京オリンピック・パラリンピックで世界最先端の 

ＩＣＴ環境を実現 

 
（注）本文に基づき作成。検討すべき事項も含む。 

   なお、全ての施策を網羅してはいない。 
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ＩＣＴ国際競争力強化・国際展開に関する懇談会 

開催要綱 

 

１ 目的 

ＩＣＴは、すべての社会・経済活動の基盤であり、経済成長のみならず、社会的課題や

地球的課題の解決に貢献するツールとして、その果たすべき役割は大きい。 

しかしながら、グローバル市場における我が国のプレゼンスは、そのポテンシャルに反

して低い状況が続いている。 

こうした状況を打開するため、我が国のＩＣＴ国際競争力の強化及び国際展開に関する

方策等を検討することを目的とする。 

 

２ 名称 

本懇談会の名称は、「ＩＣＴ国際競争力強化・国際展開に関する懇談会」と称する。 

 

３ 検討内容 

(1) 各国の課題・ニーズに応じた国際展開 

(2) ＩＣＴ競争力基盤の強化 

(3) 国際標準化等の推進   等 

 

４ 構成及び運営 

(1) 本懇談会は、総務大臣の懇談会として開催する。 

(2) 本懇談会の構成員は、別紙のとおりとする。 

(3) 本懇談会に、総務大臣があらかじめ指名する座長を置く。 

(4) 座長は、必要があると認めるときは、座長代理を指名することができる。 

(5) 座長は、本懇談会の検討を促進するため、必要に応じて「ワーキンググループ」を開

催することができる。 

(6) その他、本懇談会の運営に必要な事項は、座長が定めるところによる。 

 

５ 議事の公開 

(1) 本懇談会及び使用した資料については、次の場合を除き公開する。 

① 公開することにより当事者又は第三者の権利、利益や公共の利益を害するおそれが

あると座長が認める場合 

② その他、非公開とすることが必要と座長が認める場合 

(2) 懇談会終了後、速やかに議事概要を作成し、公開する。 

 

６ スケジュール 

本懇談会は、平成25年12月から開催し、平成26年６月頃を目途に一定のとりまとめを行う。 

 

７ 庶務 

本懇談会の庶務は、情報通信国際戦略局情報通信政策課が国際政策課の協力を得て行う。 

  

別添２ 



 

 
 

ＩＣＴ国際競争力強化・国際展開に関する懇談会 構成員 

    （敬称略、座長及び座長代理を除き 50 音順、平成 26 年 6 月 12 日現在） 

座長 岡 素之 住友商事株式会社相談役 

座長代理 坂村 健 東京大学大学院情報学環・学際情報学府教授 

座長代理 山下 徹 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ取締役相談役 

 伊丹 敬之 東京理科大学教授 イノベーション研究科長 

 鵜浦 博夫 日本電信電話株式会社代表取締役社長 

 遠藤 信博 日本電気株式会社 代表取締役 執行役員社長 

 小野寺 正 ＫＤＤＩ株式会社 代表取締役会長 

 須藤 修 東京大学大学院情報学環長・学際情報学府長 

 髙橋 興三 シャープ株式会社代表取締役社長 

 田中 明彦 独立行政法人国際協力機構理事長 

 田中 久雄 株式会社東芝 取締役 代表執行役社長 

 津賀 一宏 パナソニック株式会社代表取締役社長 

 中西 宏明 株式会社日立製作所代表執行役 執行役会長兼ＣＥＯ

 南場 智子 株式会社ディー・エヌ・エー取締役 ファウンダー 

 新浪 剛史 株式会社ローソン 取締役会長 

 平井 一夫 ソニー株式会社 取締役 代表執行役 社長 兼 ＣＥＯ 

 藤沢 久美 シンクタンク・ソフィアバンク代表 

 山西 健一郎 三菱電機株式会社 取締役会長 

 山本 正已 富士通株式会社代表取締役社長 

 

（別紙）



ＩＣＴ国際競争力強化・国際展開に関する懇談会 

ワーキンググループ 開催要綱 
 

１ 目的 

本ワーキンググループは、「ＩＣＴ国際競争力強化・国際展開に関する懇談会」（以下「懇

談会」という。）のワーキンググループとして、懇談会における検討内容についてより専門的

な観点から検討を行うことを目的とする。 

 

２ 名称 

本ワーキンググループの名称は、「ＩＣＴ国際競争力強化・国際展開に関する懇談会ワーキ

ンググループ」とする。 

 

３ 検討内容 

(1) 各国の課題・ニーズに応じた国際展開 

(2) ＩＣＴ競争力基盤の強化 

(3) 国際標準化等の推進   等 

 

４ 構成及び運営 

(1) 本ワーキンググループの構成員は、別紙のとおりとする。 

(2) 本ワーキンググループの主査は、懇談会の座長が指名する。 

(3) 主査は、本ワーキンググループを招集し、主宰する。 

(4) 主査は、必要があると認めるときは、主査代理を指名することができる。 

(5) 主査代理は、主査を補佐し、主査不在のときは主査に代わって本ワーキンググループを招集

し、主宰する。 

(6) 本ワーキンググループにおいて検討された事項については、主査がとりまとめ、これを

懇談会に報告する。 

(7) その他、本ワーキンググループの運営に必要な事項は、主査が定める。 

 

５ 議事の公開 

(1) 本ワーキンググループは原則として非公開とする。なお、本ワーキンググループの議事

要旨を作成し、会議終了後速やかに公開する。 

(2) 本ワーキンググループで配付された資料は、会議終了後速やかに公開する。ただし、主

査が公開することにより支障があると認める場合には、資料の全部又は一部を非公開とす

ることができる。 

 

６ スケジュール 

本ワーキンググループの開催期間は、平成25年11月から平成26年６月頃までを目途とする。 

 

７ 庶務 

本ワーキンググループの庶務は、情報通信国際戦略局情報通信政策課が国際政策課の協力

を得て行う。 

  

別添３ 



 

 
 

ＩＣＴ国際競争力強化・国際展開懇談会ワーキンググループ 構成員 

（敬称略、主査及び主査代理を除き 50 音順、平成 26 年 6 月 12 日現在） 

主査 坂村 健 東京大学大学院情報学環・学際情報学府教授 

主査代理 藤沢 久美 シンクタンク・ソフィアバンク代表

 大井 潤 株式会社ディー・エヌ・エー 渉外統括本部 渉外部 部長
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 河野 誠 富士通株式会社政策渉外室長

 阪本 晋 日本電気株式会社海外ビジネスユニット理事 

 佐藤 哲 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ
グローバル事業本部 第一グローバル事業部長 

 島田 啓一郎  ソニー株式会社 業務執行役員ＳＶＰ
ＲＤＳプラットフォーム 中長期技術、技術渉外担当 

 下辻 成佳 株式会社東芝 執行役常務
クラウド＆ソリューション社副社長 

 鈴川 信一 ＫＤＤＩ株式会社
グローバル事業本部グローバルＩＣＴ本部長 

 田中 一彦  株式会社国際協力銀行運輸・通信事業部長 

 丹 康雄 北陸先端科学技術大学院大学情報科学研究科教授 

 堤 和彦 三菱電機株式会社 顧問

 中川 郁夫 株式会社インテック先端技術研究所主席研究員 
大阪大学サイバーメディアセンター招聘准教授 

 中村 明 独立行政法人国際協力機構経済基盤開発部長 

 藤田 英樹 パナソニック株式会社
理事 渉外本部 渉外グループ グループマネージャー 

 堀田 巌 株式会社日立製作所 情報・通信システム社 
経営戦略室 担当本部長 

 眞下 尚明 住友商事株式会社 理事
ネットワーク事業本部副本部長 兼 ITソリューション事業部長

 若林 資典  みずほ銀行産業調査部長

（別紙）
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